
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 水道事業 関川村簡易水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

新たな経営体制・手法を取り入れることが必ずしも経常経費の圧縮等に繋がるとは限らないため。 他団体の状況を参考に経営改革の検討は継続して行う。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 下水道事業 関川村公共下水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

新たな経営体制・手法を取り入れることが必ずしも経常経費の圧縮等に繋がるとは限らないため。 他団体の状況を参考に経営改革の検討は継続して行う。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 水道事業 関川村水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

新たな経営体制・手法を取り入れることが必ずしも経常経費の圧縮等に繋がるとは限らないため。 他団体の状況を参考に経営改革の検討は継続して行う。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 観光施設事業・その他事業 村有温泉事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

・会計規模と資産小さいため、現段階では取り組んでいない。 ・特にありません。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

・すべての分譲が完了し起債の償還のみとなっていること、また新規造成事業についても未定であ
るため、現段階では取り組んでいない。

・特にありません。

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 宅地造成事業 宅地造成事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

関川村 下水道事業 関川村農業集落排水事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

新たな経営体制・手法を取り入れることが必ずしも経常経費の圧縮等に繋がるとは限らないため。 他団体の状況を参考に経営改革の検討は継続して行う。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点） 

実施状況 

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性 


